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（４）トヨタ自動車株式会社 

「トヨタ消費生活アドバイザーの会」 （ヒアリング日：令和３年４月 21 日） 

 

●取組の目的 

消費生活アドバイザー資格者の知識・感性を活かし、お客様（消費者）志向の向上

に貢献する。 

 

●活動内容 

社員としての自覚と責任感の醸成やお客様目線でのツールの検証など、会社全体へ

お客様第一の意識を浸透させ事業に活かしている。 
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●資格の合格者数 

累計で 500 名近くの社員が資格を取得。営業やカスタマーサービス部門よりも、開

発・製造・技術部門の資格保有者の方が多い。 
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●取組事例 

お客様が見て触れるカタログやホームページ等をより分かりやすいものにし、お客

様満足度を向上させるため、関係部署と連携して改善を行っている。 

 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

【取組の目的】 

◎会社全体へお客様第一の意識を浸透させるため、消費生活アドバイザー資格と

いう公的なツールを用いた取組を実施。 

【取組の意義】 

◎社員としての自覚と責任感の醸成、お客様目線でのツールの検証など、資格者

の知識・感性を実際に事業活動に活かす。 

◎お客様が見て触れるカタログやホームページ等をより分かりやすいものにする

ため、資格者が関係部署と連携して改善を行い、お客様満足度向上を図る。 

◎資格者が特定の部門に偏らず幅広い部署に所属、お客様との接点が多い営業やカ

スタマーサービス部門、開発・製造・技術部門等の様々な業務でお客様目線での

取組を実施。 
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（５）トヨタ自動車株式会社 

「この町いちばん活動」 （ヒアリング日：令和３年４月 21 日） ※資料非公開 

 

●取組の目的 

トヨタの全国 6,000 店舗のネットワークと、これまで築き上げたお客様との信頼関

係を活かし、地域の「困りごと」を解決する。お客様・地域の困りごとに対して、５

つの分野「移動手段の提供」「日常生活の支援」「地域コミュニティの形成」「商業・

観光振興」「災害支援・防災力強化」を軸に取組を推進。 

 

●取組の体制 

地域の事業者である販売店（ディーラー）の地域・社会貢献の取組を支援するた

め、トヨタ自動車（国内営業部この町いちばん活動支援グループ）が取組をメニュー

化し、販売店に提供・支援を行っている。地域・社会貢献の取組は、地域の販売店が

中心となり地域の行政や団体等と連携して取り組んでいる。 

 

●取組事例 

地域の販売店が中心となり地域の行政や団体等と連携し、販売店の店舗スペースを

活用し、地域住民向けに防災セミナーやスマホ教室などのイベントを定期的に開催。

告知・ＰＲは地域行政や社会福祉協議会等が行い、地域の他の事業者がイベントの運

営を行うこともある。 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

  

【取組の目的】 

◎トヨタの持つ全国の店舗のネットワークや顧客との信頼などを活かし、地域そ

れぞれで異なる「困りごと」を「地域主導」で解決。 

【取組体制】 

◎トヨタ自動車（国内営業部この町いちばん活動支援グループ）が取組をメニ

ュー化し、「地域の事業者」である販売店（ディーラー）に提供・支援。 

【情報提供の取組】 

◎販売店の店舗を活用し、地域行政や社会福祉協議会等と連携し、地域住民向

けに防災セミナーやスマホ教室などのイベントを定期的に開催。 

【行政との連携】 

◎地域行政と販売店との間で連携協定を締結。取組分野は多岐に渡る。 

【取組の意義】 

◎地域住民等とのつながりを深め、本業還元に向けた新規接点を創出。 
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（６）株式会社ファミリーマート 

「持続可能な社会に向けて～ＣＳＲ活動」（ヒアリング日：令和３年４月 21 日） 

 

●取組の目的 

地域密着の考えを重視し、地域と加盟店とが、「利便性」に加えて様々な地域社会

の課題解決に協力することで「心理的な近さ」を感じていただき、どこよりも「親し

みやすさ」を感じていただけることを目指して、様々なＣＳＲ活動を展開している。 

 

●取組の体制、概要 

地域の事業者である加盟店（コンビニエンスストア）の地域・社会貢献の取組を行

うために、ファミリーマート（管理本部サステナビリティ推進部）が取組をメニュー

化し、加盟店に提案し加盟店と共に取組を行っている。 
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●取組事例 

警察からの特殊詐欺被害防止の協力依頼に対し、提供されたポスターの掲示だけに

留まらず、Ｆａｍｉポート（顧客用マルチメディア端末）や加盟店の従業員向けの自

社専用のツールを作成し、より多くの顧客や加盟店の従業員の目に触れるように工夫

している。 

 

加盟店が実際に詐欺被害の防止に貢献した場合、ファミリーマート本部からの表彰

や社長からの感謝状授与を行うなど、加盟店が地域社会に貢献しているという実感を

得られるような取組を行っている。 

 

他の取組事例として「ファミマサークル」では、高齢者ドライバーによる交通事故

や特殊詐欺被害の未然防止等のために、加盟店のイートインスペースを活用して、警

察官による講習会を開催している。 
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●苦労した点、要望事項 

地域の加盟店での講習会の開催にあたり、ファミリーマート本部が地域行政との連

携を行うが、このような取組を行う事業者向けの窓口がなく（見つからず）、行政の

窓口一本化や講師・ガイドがスムーズに手配されると、取組がより推進しやすくな

る。 
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■ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

  

【取組の目的】 

◎地域密着の考えを重視し、様々なＣＳＲ活動・社会貢献活動を展開。 

【社内体制】 

◎地域の事業者である加盟店（コンビニエンスストア）の地域・社会貢献の取組

を行うために、ファミリーマート（管理本部サステナビリティ推進部）が取組

をメニュー化し、加盟店に提案し加盟店と共に取組を実施。 

【情報提供の取組】 

◎警察から提供されたポスターの掲示だけに留まらず、特殊詐欺防止のため、Ｆ

ａｍｉポート（顧客用マルチメディア端末）や加盟店の従業員向けの自社専用

のツールを作成し、より多くの顧客や加盟店の従業員の目に触れるように工

夫。 

◎加盟店のイートインスペースを活用し、警察官による交通安全・免許返納・特

殊詐欺防止等の講座や講習会を開催。 

【行政との連携】 

・イベントを開催する際に、警察や地域包括支援センター等と連携。 

・全国の都道府県（東京都を除く）と包括連携協定を締結。 

【取組の意義】 

◎住民をはじめとした地域のステークホルダーとの関係強化、顧客からの信頼獲

得、加盟店の売上につながる。 

【行政に対する要望】 

◎地域・社会貢献活動の取組を行う事業者向けの窓口がない・見つからない。 

◎取組をより推進させるためには、行政の窓口一本化や講師・ガイドのスムーズ

な手配が必要。 




